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This paper analyzes the problems of the Termination of Contract by Death of a Contractor. It focuses many 
cases and studies on the problems of the Termination of Agency. Finally, it discusses the meaning of the 






















 旧民法は、委任を代理と区別せず、委任に関する規定を財産取得編の「代理」の章（第 11 章）に規
定した。その冒頭には「代理ハ当事者ノ一方カ其名ヲ以テ其利益ノ為メ或ル事ヲ行フコトヲ委任スル














 A 代理権の消滅（111 条 1 項、2 項） 
 現行法は、代理と委任を区別し、委任による代理とそうではない（法定）代理との共通項として、
民法総則に代理規定を置いた。代理権は、本人または代理人の死亡により消滅し（111 条 1 項）、さ
らに、委任による代理権は委任の終了により消滅する（同条 2 項）。委任者または受任者の死亡によ
り委任は終了するのだから、111 条 1 項は法定代理に関して意味のある規定である。 





 B 委任の終了（653 条 1 号） 
 法典調査会において、起草者（富井政章）は、現行法（653 条 1 号）と同旨の原案について、次の
ように趣旨説明をした。すなわち、この規定は旧民法の通りだから説明は不要なようではあるが、「実
ハ此委任者ノ死亡ニ付テハ、余程迷ヒマシタ」。旧来の考え方ならこの規定の通りであるが、近来の























































 ［2］大判昭 5.5.15法律新聞 3127号 13頁 
事案 Aは、X に対して、生後間もない子Bを預けて（大正 14 年 5 月）、Bが中学を卒業するまでの養育を委託
し、その報酬として毎月 30 円を与える契約を締結した。半年後に Aが死亡し、その後もB を養育した X は、
A の相続人 Y に対して、Aが約束した報酬を訴求した。原審が、A の死亡により準委任契約が終了したことを





定のように、民法上の準委任の法律関係であるとしても、契約当事者の意思は、X が B を養育する限り、委託
者の死亡によりその委託関係を終了させない特約があるものと認めることを相当とする。原審が、特約の存在
を否定する特別な事情を説明せずに、委託関係が終了したと認定したことには理由の不備がある。 
 ［3］東京高判昭 24.11.9高裁民集 2巻 2号 274頁 
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Y 夫婦に家政一切の処理を委ねその対価として本件不動産を無償で使用収益することを許容していたものであ







 ［4］最判昭 28.4.23民集 7巻 4号 396頁 
事案 Xは昭和 19年 12月頃に軍に召集され、南方に出征したまま消息不明となった。応召に際してXの父Aは、
X から、一切のことについて包括的代理の委任を受けた。そして A は、昭和 21 年 2 月に X の名で試掘権を Y
から購入した。その後 A は、裁判所により X を不在者とする財産管理人に選任され、裁判所の許可を得て、Y
に対して試掘権の登録等を訴求した。一審はX（A）の請求を認容した。原審では、Yは昭和 20年 8月 13日に








解すべきであるから、X がたとえ戸籍簿に記載のある昭和 20 年 8 月 13 日死亡したとしても、これがため前記
趣旨においてなされた合意に基く右 A の代理権は消滅しないものと解し得ないとは限らない」。この点につい
て、さらに審理を尽くすべきである。 
 ［5］最判昭 29.12.17民集 8巻 12号 2182頁 















 ［6］最判昭和 31.6.1民集 10巻 6号 612頁  
事案 A は、応召出征する際に、A の祖母 B に対し、自己の応召不在中における自己の財産の管理その他後事一切







判旨 上告棄却。原審は、B の「代理権限は A の死亡によっては消滅を来さないものと定めた」合意を「法律上有
効と判断しているのである。民法 111 条 1 項 1 号は、代理権は本人の死亡によって消滅する旨を規定している
けれども、右はこれと異なる合意の効力を否定する趣旨ではないと解すべきであるから、右原審の判断は正当
である。」 
 ［7］東京高判昭 32.5.30判タ 71号 58頁 
事案 Aは、明治 23年に本件不動産を取得したが、Aの弟Bにその管理を委任した。翌年にAが死亡して、Aの






一般であること等にかんがみ、C の X に対する委任は本件土地、その地上の建物を相続すべき相続人のために
もなされたものと見るのが相当であり、そして本件において告知権放棄の特約の存在等相続人を不当に拘束す
る特段の事情は見当らないから右相続人のためにする委任も有効と解すべき」である。 
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判旨 請求棄却。「Y１が死者である A の代理人として為した前記売買契約が無効のそれであるか否か…審按する
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 委任の判決一覧 
  判決・出典 
死亡した 
当事者 
委任期間 死後の効力 委任の内容等 
1 
大判大正 6.7.14 
民録 23輯 1423頁 
受任者 永代 なし（特約無効） 寺の地区出張所における仏事供養 
2 
大判昭 5.5.15法律 
新聞 3127号 13頁 
























8巻 12号 2182頁 






























判タ 184号 161頁 
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懐疑的な見解が散見される状況であった。 












 ［1］最判平 4.9.22金法 1358号 55頁 







 原審は、ＡＹ間の委任契約の成立を認めたが、委任者Ａの死亡により委任契約は終了した（民法 653 条）と認
定し、Ｘの請求を認容した。 
  判旨 破毀差戻。「自己の死後の事務を含めた法律行為等の委任契約がＡとＹとの間に成立したとの原審の認定は、
当然に、委任者Ａの死亡によっても右契約を終了させない旨の合意を包含する趣旨のものというべく、民法 653
条の法意がかかる合意の効力を否定するものでないことは疑いを容れないところである。 
 しかるに、原判決がＡの死後の事務処理の委任契約の成立を認定しながら、この契約が民法 653 条の規定によ
りＡの死亡と同時に当然に終了すべきものとしたのは、同条の解釈適用を誤り、ひいては理由そごの違法がある」。 





 ［2］東京高判平 11.3.25訟務月報 45巻 10号 1896頁 
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 ［3］東京高判平 11.12.21判タ 1037号 175頁                               
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した。    
 平成 4 年 12 月に A が死亡し、Y１が C を引き取り、平成 7 年 5 月に C が死亡するまで面倒を見た。Y１は、C
から依頼されて定期預金を解約し、Cが元気なうちはCの指示に従い、Cが弱った後およびCの死後は、Y姉妹
が協議して、A の葬儀・法事の費用、A の付添費用への充当、C の養老年金加入料、C の生活費・入通院費、C
の葬儀・法事費用、仏壇購入費等に使用し、平成 7年 11月に残金 1037万円をAの相続人Xに返還した。しかし
Xは、YがAの預金を横領したと主張して、不法行為による損害賠償を訴求した。原審が、詳細不明であるが、
Xの請求を認容したため、Yが控訴した。 
  判旨 原判決取消・請求棄却。「Aの定期預金の大部分は、AがA家を継ぎ、母親であるCの老後の面倒をみること
を前提として父親から単独で相続した農地を売却して得た金銭を預け入れたものであった。ところが、右前提に










〇コメント A が死後の事務処理を C と Y に委任し、A の死後も、C の死後の事務処理が終わるまでの３年間、Y
に対する委任の効力が残っていたことが認められた。 
 ［4］東京高判平 21.12.21判時 2073号 32頁、判タ 1328号 134頁 








  判旨 控訴棄却。①交付金の返還を求める書面により第一準委任契約は解除されたが、その後の第二準委任契約によ
り、A は、X に対する祭祀の承継者の指定とは別に、あえて B 寺の墓をお墓の別荘として A 自身のために Y に
永代供養してもらうことを企図して依頼し、本件交付金はその対価である。「本来、委任契約は特段の合意がな
い限り、委任者の死亡により終了する（民法 653 条 1 号）のであるが……委任者の死亡後における事務処理を依









 ［5］高松高判平 22.8.30判時 2106号 61頁 




されている」ことや A の葬儀費用が必要であることを説明して、A 名義の預金計 2332 万円の預金を払戻した。
また、Aの死亡によるBへの遺族年金が 
Y２銀行のB名義の口座に振り込まれるようになり、Y１がこの口座を管理して計 1015万円を払戻した。6年後に
B が死亡し、A の息子（B の弟）の代襲者 X（A の相続につき B との共同相続人で、B の唯一の相続人）は、A
名義・B名義の各預金につき、Y１が無権限で払戻しを受けたと主張して不法行為責任を、Y２に対して預金の払戻
しを訴求した。 
 原審が、A 名義の預金については A から Y１への負担付き贈与があったことを理由に、B 名義の預金について
はY１が管理することにBの黙示の承諾があったこと等を理由に、Y１の請求を棄却したため、Xが控訴した。 
  判旨 原判決変更。①A 名義の預金について。Y１への負担付贈与があったとは認められない。「A は、Y１に A 名義






 ②B 名義の預金について。「B は、精神病のため自己の財産を管理することができないのであるから、自己の
財産の管理について有効な意思表示をする能力が存在したと認めるのは疑問であり、この点も考慮に入れると、




することは許されないことになる（民法 697 条 1 項。）」正当な支出と認められるのは、Bの病院関係費や葬式
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関係費等の計 179万円のみであり、残額 836万円につきY１は損害賠償責任を負う。  
（Y２銀への請求について：Y１は A の預金の管理処分権限を有しており、その払戻しの結果、預金債権は消滅し
たから、Y２に預金の返還を請求することはできない。） 






























 (b)河地宏「判決［1］の判批」リマークス 1994 下 58 頁以下、60･61 頁（同「死後のことについての委任の効力」河野


















 A 相続人の解除権を積極的に認める見解 















(c)石川美明「判決［1］の判批」大東ロージャーナル 6 号 81 頁以下、91 頁。 「相続人の意思を制限することは、
本来、厳格な要式行為である遺言によってなされるべきことであり、委任契約（……口頭の契約でも可能）による























 B 相続人の解除権に消極的な見解 
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 C その他 
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 (a）遺言制度に抵触する死後委任は死亡により終了すると解する説 
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  委任は、次に掲げる事由によって終了する。 
 (ｱ)［甲案］委任者または受任者の死亡。ただし、特定の事務を目的とする委任であって、委任者の死亡によっても
終了しない旨の合意があるときは、この限りではない。 
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